
○売買による所有権移転登記嘱託書－国又は地方公共団体が登記権利者となる登記の場合

（オンライン庁）の例

登 記 嘱 託 書

登記の目的 所有権移転

原 因 平成１７年３月７日売買（注１）

権 利 者 何 省（何 市 （注２））

義 務 者 ○○郡○○町○○３４番地

乙 野 花 子 （注３）

添付書類

登記原因証明情報（注４） 承諾書（注５）

□登記識別情報の通知を希望する （注６）。

平成１７年３月１０日嘱託 ○○ 法 務 局 ○○支局（出張所）

嘱託者 何 省（何 市）

所管不動産登記嘱託職員

何 局 長

省 庁 太 郎 印 （注７）

連絡先の電話番号００－００００－００００（注８）

登録免許税 登録免許税法第４条第１項

不動産の表示（注９）

不動産番号 １２３４５６７８９０１２３（注10）

所 在 ○○市○○町一丁目

地 番 ２３番

地 目 宅 地

地 積 １２３．４５平方メートル

＊ これは，記載例ですので，下に線が引かれている部分を，嘱託内容に応じて書き直

してください （別紙）や（注）は，記載しないでください。。



○解説

（注１） 売買契約に基づいて所有権が移転した日を記載する。所有権の移転の原

，「 」 。因が売買であることから 平成１７年３月７日売買 のように記載する

（注２） 登記権利者である官公署名を記載する。

（ ） 。 ，注３ 登記義務者である売主の氏名又は名称及び住所を記載する この記載は

登記事項証明書の記載と一致している必要がある。一致していない場合に

は，事前に売主の氏名若しくは名称又は住所を現在のものに変更する登記

が必要となる。

（注４） 登記原因証明情報とは，登記の原因となった事実又は行為及びこれに基

づき現に権利変動が生じたことを証する情報を指す。本件の場合は，契約

の内容（当事者，対象物件が分かるもの）を記載した売買契約書等がこれ

に当たる。なお，契約書がない場合は，契約の内容を記載した書面を作成

する（契約の内容を記載した書面の作成の例（別紙）参照）

（注５） 登記義務者である所有権の登記名義人が，所有権移転の登記を承諾した

旨の承諾書を添付する。

（注６） 登記識別情報の通知を希望する場合は，□にチェックをする。

（注７） 登記嘱託者を記載する（本例は，不動産に関する国の機関の所管に属す

る権利について命令又は規則により指定された官庁又は公署の職員が登記

の嘱託をする場合の例である 。。）

（注８） 嘱託書の記載事項等に補正すべき点がある場合は，登記所の担当者から

連絡するための連絡先の電話番号を記載する。

（注９） 登記の嘱託をする不動産を，登記事項証明書の記載のとおりに正確に記

載する。

（注10） 不動産番号を記載した場合は，土地の所在，地番，地目及び地積（建物

の所在，家屋番号，種類，構造及び床面積）の記載を省略することができ

る。

※ 登記完了後，嘱託者に対し，登記完了証を交付することにより，登記が完了

した旨を通知します。



（別紙）

報告的な登記原因証明情報の例

１ 当事者及び不動産

（１）当事者 権利者 何 省（何 市）（甲）

義務者 乙 野 花 子（乙）

（２）不動産の表示

所 在 ○○市○○町一丁目

地 番 ２３番

地 目 宅 地

地 積 １２３．４５平方メートル

２ 登記の原因となる事実又は法律行為

本件不動産を売った。（１）乙は，甲に対し，平成１７年３月７日，

本件不動産の所有権は，同日，乙から甲に移転 た。（２）よって， し

平成１７年３月７日 ○○法務局○○出張所

上記の登記原因のとおり相違ありません。

（買主） 何省（何市）

甲大臣 印

（売主） 住所

乙 野 花 子 印


